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第1章  大阪府地域間産業連関表とは 
 
 
１．地域内表と地域間表 

地域産業連関表には、地域内産業連関表（以下「地域内表」という。）と地域間産業連関表（以下「地

域間表」という。）の 2 種類がある。 
地域内表は、特定の一地域を対象として、その地域内における財・サービスの取引関係を記録したも

のである。平成 12 年 2 月公表の「平成７年大阪府産業連関表」は、これに当たる。 
一方、地域間表は２つ以上の地域を対象として、地域相互間における財・サービスの取引関係を記録

したものである。 
 
２．地域間表の意義 

現代の経済活動は各地域間で密接に結ばれており、都道府県内だけで完結する取引はむしろ例外的で

あるといえる。例えば、ある県Ａで設備投資が行なわれると、その県内の投資財を利用するだけでなく、

県外からの移輸入でまかなうことが多い。このような場合、Ａ県での設備投資は投資財の移入先である

Ｂ県にも影響を与えることになる。そして、Ｂ県でその投資財の生産のために、さらにＡ県を含めた他

地域から原材料を移入すれば、生産波及効果がそれらの県にももたらされることになり、当初Ａ県で生

じた需要は地域間で次々に生産波及していく。 
地域間表は、ある特定の地域だけでなく関連諸地域をも対象としていることから、このような地域間

の経済活動について整合性のある分析が可能である。 
なお、経済波及効果計算における地域内表と地域間表の計算結果の相違は「第４章 地域間産業連関

表の利用例」を参照していただきたい。 
 
３．平成 7 年大阪府地域間産業連関表の概要 
（１）地域区分 

「平成 7 年大阪府地域間産業連関表」は、平成 2 年表と同様、次の３地域区分で作成している。 
① 大 阪 府 
② 他近畿地域………福井県、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
③ 近畿外地域………大阪府及び他近畿地域を除く 40 都道県 
地域区分については、昭和 30 年から 45 年の大阪府産業連関表で採用した 2 地域（大阪府、その他

の地域）とする方法もあるが、2 地域では密接な結びつきのある近畿経済との関係が解明されないこ

とから、「他近畿地域」を 1 地域として区分し 3 地域の地域間表としている。これにより、大阪府、近

畿府県、近畿外都道県の産業間の結びつきが明らかにされるとともに、経済波及効果の計算において

も、大阪府外への生産波及効果を、近畿府県、近畿外都道県の地域に区分して計測することができる。 
（２）対象年次 

平成７暦年である。 
（３）部門分類 

独自に設定した 86 部門で作成作業を行い、13 部門、31 部門で公表した。 
作業部門として 86 部門を設定したのは、大阪府地域間産業連関表の基礎となる全国表、近畿表、近

畿内各府県表の部門分類に差異があるため、93 部門全国表、100 部門近畿表、93 部門にできるだけ近

い近畿内各府県表から、一部の部門を統合して同一の部門分類にそろえたものである。 
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公表部門である 31 部門は、平成７年大阪府産業連関表（地域内表）の 32 部門分類のうち、「31 事

務用品」「32 分類不明」を統合し「31 その他」として表章した。これは、100 部門近畿表で「事務

用品」と「分類不明」が個々には表章されておらず「その他」として表章されていることに合わせた

ものである。 
（４）表の形式等 

表の形式は地域間非競争移入・競争輸入型である。また、価格評価は平成７年生産者販売価格で、

かつ実際価格である。 
 
４．地域間表の見方 

地域間表には競争移・輸入型と非競争移・輸入型があるが、ここでは大阪府表の形式である「非競争

移入・競争輸入型表」の見方を述べる。 
大阪府表では、内生部門は 31 産業部門であるが、単純化のために３部門で構造を表したのが第 1－１

図である。 

 
表は縦方向と横方向の２方向からみることができるので、以下ではそれぞれについて説明する。 

 
（１）表の縦方向 

表を縦方向にみると、当該地域で、ある産業の生産を行うために投入された原材料（中間投入）、

労働・資本など（付加価値）が、どの地域のどの部門から調達されたかを示している。例えば、地

域１の産業３の列を例に説明すると、生産額Ｘ31を生産するために、地域１の産業１からはＸ1311が

原材料等として中間投入され、地域１の産業２からはＸ2311、地域１の産業３からはＸ3311 が投入、

同様に地域２、３からはＸ1321～Ｘ3331 が投入されたことを示している。さらに、地域１から雇用者

所得（Ｗ311）と企業所得（Π311）が投入され、地域２からはＷ321、Π321を、地域３からはＷ331、Π

331が投入されたことを示している。 

第１－１図　非競争移入・競争輸入型の地域間産業連関表の基本構造
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従って、Ｘ1311～Π331の合計は、地域 1 の産業３の生産額（Ｘ31）に一致し、さらにＸ11～Ｘ31の

合計は地域１の地域内生産額に一致している。 
（２）表の横方向 

表の横方向は、各地域の各産業がどの地域のどの産業に生産物を販売したかの販路構成が示され

る。例えば、地域１の産業２は、地域１の産業１にＸ2111、地域１の産業２にＸ2211、………………

というように需要されていくことを示している。Ｘ2111～Ｅ21の合計から輸入（Ｍ21）を差し引くと、

生産額（Ｘ21）に一致する。 
（３）地域内表との関係 

平成 7 年大阪府産業連関表（地域内表）は、競争移輸入型の産業連関表であるため、移輸入額を

区分せず中間需要部門や最終需要部門に合計して計上するとともに、「移入」「輸入」欄で一括して

控除する方式をとっている。地域間表は、このうち他都道府県からの移入部分を非競争移入型とし

て分割して計上しているので、第１－２図の関係が成り立つ。 
なお、①は他近畿から大阪府へ移入した中間投入、②は近畿外から大阪府へ移入した中間投入で

あり、⑧は他近畿から移入した大阪府の最終需要、⑨は近畿外から移入した大阪府の最終需要であ

る。従って、①②⑧⑨の合計は大阪府地域内表の移入額に一致する。同様に⑥は大阪府から他近畿

へ移出（他近畿からみれば大阪府から移入）した中間投入、⑦は大阪府から近畿外に移出した中間

投入、⑪は大阪府から他近畿へ移出した最終需要、⑫は大阪府から近畿外へ移出した最終需要であ

るため、⑥⑦⑪⑫の合計は大阪府地域内表の移出額に一致する。また、③、④、⑩、⑬、⑭は、そ

れぞれ大阪府地域内表の内生部門計（中間投入・中間需要計）、粗付加価値部門計、府内最終需要計、

輸出計、輸入計と一致する。従って、⑤は大阪府内生産額に一致し、各地域の生産額合計である 937
兆 1006 億円は全国表の国内生産額に一致する。 

 
第１－２図　平成７年大阪府地域間産業連関表と地域内表の関係

［地域間表］ （単位：億円）
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